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研究成果の概要（和文）：　本研究は、広義の憲法改正（実質的意味の憲法改正）がなされるときに「どこで、
どのように多数派形成がなされるのか」および「多数派形成の過程に一般市民はどのように関与し、なぜ改正を
支持（あるいは不支持）するようになるのか」という問いを解くことを試みた。
　その結果、国際比較の観点からは明らかに憲法典の規律密度が低い日本の場合には、統治機構に関する実質的
意味の憲法改正は通常の立法による政治制度変革として行われること、そのことは有権者に十分に認識されてい
るとは言い難いことなどが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study attempted to answer the questions of "where and how majority 
formation takes place" and "how the general public is involved in the process of majority formation 
and why they come to support (or disapprove of) the amendment" when constitutional amendments in the
 broad sense (constitutional amendments in the substantive sense) are made. 
As a result, it became clear that in the case of Japan, where the discipline density of the 
constitutional code is clearly low from an international comparative perspective, constitutional 
reform in the substantive sense regarding the governance structure is usually carried out as a 
political institutional change through legislation, and that this fact is not fully recognized by 
the voters.

研究分野：政治学

キーワード： 実質的意味の憲法改正　制度間連動　規律密度　オンライン・サーヴェイ実験　国際比較

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は「実質的意味の憲法改正」という憲法学における概念を政治学的に操作化し、測定可能な指標や分析
すべきポイントの析出を行うとともに、それに依拠しながら日本の憲法改正を国際的な文脈に的確に位置づけた
ところに、その最大の意義が存在する。さらに、国際比較の具体的な方法として、比較憲法プロジェクト・デー
タベースの活用、オンライン・サーヴェイ実験に基づく有権者の意識調査など、従来はあまり用いられなかった
手法に依拠したことも特筆に値する。これらの結果として、日本の場合、実質的意味の憲法改正を考える上で重
要な制度間連動が、憲法典の規律密度の低さゆえに有権者には十分認識されていない可能性が示唆された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 政治学が制度への関心を再び強めるようになるにつれて、最も重要な法制度であり、政府の運
営の基本ルール（統治ルール）を定める憲法への関心も強まってきた（North and Weingast 1989; 
Abramson and Barber 2019）。 
 近年の政治学による憲法研究においては、いくつかの重要な概念と知見が得られている。 
 １つには、憲法を国際比較の観点で考える場合には、その「規律密度」が大きな意味を持つこ
とである（cf. McElwain and Winkler 2015）。規律密度とは、法文がどの程度細部にわたって書
き込まれているかを指す概念で、それが低ければ低いほど、憲法の内容を変えるときに法文その
ものの修正を行う必要が乏しくなる。 
 もう１つには、統治ルールとしての憲法の全体像を分析する際には、形式的意味の憲法すなわ
ち憲法典（成文憲法）以外の法律や慣行を含めた「実質的意味の憲法」に注目する必要があるこ
とが分かってきた（cf. 待鳥 2016）。そして第３に、憲法の長期的な存続や実効性に対して、憲
法が対象とする社会の構成員（一般市民）の支持が決定的な意味を持つことである（Weingast 
1997; Elkins et al. 2009）。 
 本研究は、ここまで述べてきたような政治学による憲法とその変化（実質的意味の憲法改正、
統治ルールの変革）に関する知見を基礎として、実質的意味の憲法改正が生じる場合に形成され
る多数派とはどのようなものかについて検討する。 
 具体的には、広義の憲法改正がなされるときに「どこで、どのように多数派形成がなされるの
か」および「多数派形成の過程に一般市民はどのように関与し、なぜ改正を支持（あるいは不支
持）するようになるのか」という問いを解くことを試みる。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究が対象とするのは実質的意味の憲法改正だが、その多様性については、憲法典と実質的
意味の憲法の間に存在する重なり合いに影響を受ける。憲法典の規律密度が高く、実質的意味の
憲法がほぼ憲法典に書き込まれている場合には、実質的意味の憲法改正とは憲法典の改正と同
じであり、必然的に改正の手続きと過程も憲法典の規定に従うことになる。しかし、憲法典の規
律密度が低く、実質的意味の憲法の一部のみが憲法典に含まれているに過ぎない場合には、実質
的意味の憲法改正の手続きと過程は多様化する。 
 このような理解そのものが、なお学術的には常識といえるほど定着していない新しいものだ
が、本研究ではそこからさらに踏み込んで、実質的意味の憲法改正の多様性を理論的検討と国際
比較の観点から解明することを目的とする。 
 実質的意味の憲法改正の多様性が生じる理由として従来重視されてきたのは、憲法典が定め
る改正手続きの差異である。差異が生じるポイントは、議会における特別多数の必要性の有無、
地方統治単位（州など）からの賛成の必要の有無、国民投票における過半数の賛成の有無である。
近年では憲法改正における拒否権プレイヤーの数と地位として、比較政治学の業績においても
注目されるようになっている（Tsebelis 2018, 2019）。 
 これらの研究は今のところ、もっぱら憲法典の改正しか扱っていない。拒否権プレイヤーは制
度的な概念であるため、制度上の権限を与えられたアクター、とりわけ統治エリートレヴェルの
アクター以外を扱うのが容易ではないという課題が残されるためである。また、国際比較を行う
場合には、実質的意味の憲法のように範囲が国家ごとに異なるものは扱いづらい面があること
は確かである。 
 だが、憲法改正の難易や過程に影響を与える要因として、憲法典が硬性憲法であるかどうかは
一部に過ぎない以上、実質的意味の憲法に注目しながら国際比較に取り組むという挑戦が不可
欠なはずである。 
 このような認識に基づいて、本研究では実質的意味の憲法改正を対象とし、そこに多様性を生
み出す他の理由にも注目する 
 本研究がとりわけ関心を払うのは、次の２つである。１つは、憲法典に含まれないが実質的意
味の憲法を構成する諸ルールの改正手続きの差異である。もう１つには、多数派形成の諸局面に
おける具体的な過程とその多様性である。すなわち、議会における多数派形成、議会以外のアリ
ーナにおける多数派形成、国民投票における多数派形成の過程である。 
 実質的意味の憲法改正における、これらの要因に注目することは、本研究が持つ最も大きな学
術的独自性だといえる。 
 
 
３．研究の方法 
 本研究を進めていく上での具体的な方法として採用されたのが、実質的意味の憲法改正にお
ける多数派形成に関する理論的検討、それに基づいたオンライン・サーヴェイ実験による有権者
の態度や意識の調査、および国際比較の観点を重視した事例の検討である。 



 まず理論的検討としては、憲法改正が憲法典の文言の改変に止まるものではなく（それは当然
ながら憲法改正に含まれるが、一部でしかない）、むしろそれ以外の方法によって生じた実質的
意味の憲法の変化が中心であることを、国際比較の中に位置づけながら考察する作業を進めた。
その際に鍵になったのが、憲法典と実質的意味の憲法の乖離の程度を示す概念である「規律密度」
であり、比較憲法データベースを活用した国際比較によるその実質化であった。 
 サーヴェイ実験を通じた意識調査は、実際に自国憲法典に規定されている内容、自国の憲法典
には含まれていないが他国では規定されている例がある内容、憲法典には通常規定されない内
容などをランダムに有権者に示すといったオンライン調査を実施することで、憲法を構成する
諸要素の連動（制度間連動）がどの程度まで認識されているのかを把握した。 
 このような調査によって、理論的には合理的であると考えられるルールの組み合わせ（たとえ
ば集権的な統治機構と弱い地方自治の組み合わせ）などは、少なくとも日本の有権者には必ずし
も評価されないことが明らかになった。また、憲法典に実際に何が規定されているかに関する知
識も豊富とはいえず、規律密度への意識も強くないことも確認された。 
 国際比較に関しては、比較憲法データベースに依拠した多国間比較と、事例に基づく日韓比較
などの個別事例比較の両方を用いて研究を進めた。また、オンラインでのサーヴェイ実験の設計
においても、これらの比較をふまえた質問票設計を行った。 
 規律密度と制度間連動に加えて、改正ルールに関する規定がもたらす効果も国際比較を通じ
て把握することを試みた。ただし、パンデミックによって海外研究者との共同作業が制約された
こともあり、成果の国際的な発表や共有を含め、当初予定ほどには進められなかったのは残念で
あった。 
 
 
４．研究成果 
 本研究を通じて、国際比較の観点からは明らかに憲法典の規律密度が低い日本の場合には、統
治機構に関する実質的意味の憲法改正は通常の立法による政治制度変革として行われること、
そのことは有権者に十分に認識されているとは言い難いことなどが明らかになった。それゆえ
に、統治機構に関する制度変革には多様な方法が残されていることも、本研究がもたらした知見
として無視することができない。 
 以下、代表者と分担者の本研究課題に関連した主要な成果に基づき、簡潔に説明しておきたい。 
 まず、規律密度に基づいた日本の憲法典の特徴については、分担者のケネス・盛・マッケルウ
ェインによる『日本国憲法の普遍と特異』が包括的な解明を行った。そこでは、比較憲法プロジ
ェクトに依拠した規律密度の定量的な把握によって、日本国憲法が統治機構に関する重要ルー
ルの多くを立法に委ねていること、そのことが憲法典の文言の変更によらない実質的意味の憲
法改正につながっていることが、実証的に示された。 
 実質的意味の憲法改正としての統治ルールの変更を検討したのが、代表者である待鳥聡史に
よる『政治改革再考』およびその増補英語版である Political Reform Reconsidered である。両
著作においては、1990 年代以降の選挙制度・行政・司法・中央地方関係・中央銀行に関する制度
変革を取り上げ、そこに存在した理念と過程を解明することで、同一の理念的起源を持つ統治ル
ール変革が領域ごとに異なった方向で具体化され、結果として日本の統治機構の整合性が低下
したことを示した。 
 分担者である竹中治堅の『コロナ危機の政治』は、同じく統治ルール変更による制度間連動の
低下に注目することで、とくに初期段階のパンデミック対応に大きな問題が生じたことを明ら
かにした。待鳥と竹中は、これらの点について海外研究者との意見交換も進めた。 
 制度間連動に対する有権者の認識が持つ特徴については、分担者のマッケルウェインや砂原
庸介が中心となったオンライン・サーヴェイ実験を行った。その結果分析は、マッケルウェイン
の上記著作でもなされているほか、待鳥によっても行われている。 
 統治ルールの変革に存在する多様な方向性や可能性については、代表者である待鳥、分担者で
ある浅羽祐樹・砂原・竹中が参加した『統治のデザイン』における各人の論考でも幅広く論じら
れている。たとえば、竹中は内閣に関する規定の多くが内閣法などの法律に基づいて与えられて
いることに注目し、憲法典に規定されているわけではない統治のルールが何をもたらすのか、変
革にはどのような可能性があるのかについて詳細に論じた。 
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